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指標一覧 
 

施策の柱 構成要素 成果指標 
 

指標の設定趣旨 
参考指標 

領域Ⅰ 子供たちが健やかにたくましく育ち，生きていく力 

1 
乳幼児期の質の
高い教育・保育

の推進 

(1) 
乳幼児期の教
育・保育の充
実 

「遊び 学び 育つひろ
しまっ子！」推進プラ

ンに掲げる５つの力が
育まれている年長児の
割合 

― 

子供が育つ環境に関わらず，本県の全て

の乳幼児に「遊び 学び 育つひろしまっ
子！」推進プランに掲げる５つの力が育
まれ，その後の教育の基礎が培われてい

ることが，本県が目指す「生涯にわたっ
て主体的に学び続け，多様な人々と協働
して新たな価値を創造することのできる

人材」の育成に重要であることから，指
標として設定した。 

― 
自己評価を実施してい
る園・所の割合 

自己評価を実施している園・所の割合が
増えることが，質の高い教育・保育を行

う園・所が増えることにつながると考え
られることから，参考指標として設定し
た。 

(2) 
家庭教育を支
援する環境の

整備 

「遊び 学び 育つひろ
しまっ子！」推進プラ
ンに掲げる５つの力が

育まれている年長児の
割合【再掲】 

― 

子供が育つ環境に関わらず，本県の全て
の乳幼児に「遊び 学び 育つひろしまっ

子！」推進プランに掲げる５つの力が育
まれ，その後の教育の基礎が培われてい
ることが，本県が目指す「生涯にわたっ

て主体的に学び続け，多様な人々と協働
して新たな価値を創造することのできる
人材」の育成に重要であることから，指

標として設定した。 

2 
社会で活躍する
ために必要な資
質・能力の育成 

(1) 

主体的な学び

を促す教育活
動の推進 

「主体的な学び」が定

着している児童生徒の
割合（小学校） 

― 

社会で活躍するために必要な資質・能力
の育成を図るためには，「主体的な学び」

が定着している児童生徒が増えることが
必要であると考えることから，指標とし
て設定した。 

「主体的な学び」が定
着している児童生徒の
割合（中学校） 

― 

社会で活躍するために必要な資質・能力

の育成を図るためには，「主体的な学び」
が定着している児童生徒が増えることが
必要であると考えることから，指標とし

て設定した。 

「主体的な学び」が定

着している児童生徒の
割合（高等学校） 

― 

社会で活躍するために必要な資質・能力
の育成を図るためには，「主体的な学び」

が定着している児童生徒が増えることが
必要であると考えることから，指標とし
て設定した。 

各高等学校で設定した
育成すべきコンピテン

シーを身に付けた生徒
の割合 

― 

各高等学校において，「主体的な学び」を
促す教育活動を実践することにより，生
徒に主体的な学びの定着が図られ，各高

等学校で設定した資質・能力の育成につ
ながると考えられることから，指標とし
て設定した。 

外国人との積極的コミ
ュニケーションが大切
だと考える高等学校生

徒の割合 

― 

外国人との積極的コミュニケーションが
大切だと考える生徒が増えることが，社

会で活躍するために必要な資質・能力の
育成につながると考えられることから，
指標として設定した。 

― 
道徳的実践につながる
質の高い道徳授業の実
施率 

児童生徒の道徳的実践につながる質の高
い道徳授業が実施されることが，児童生

徒の豊かな心の基盤となる道徳性を培
い，社会で活躍するために必要な資質・
能力（価値観・倫理観）の育成につなが

ると考えられることから，参考指標とし
て設定した。 

(2) 
生徒指導及び
教育相談体制
の充実 

いじめの解消率（公立
小・中・高・特別支援
学校） 

― 

認知したいじめについて，早期に対応し，

確実に解消につなげていくことが，児童
生徒が安全・安心に学ぶことのできる学
校環境の確保につながると考えられるこ

とから，指標として設定した。 
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目標数値 
データ出典 

プラン策定時 令和２(2020)年 令和３(2021)年 令和４(2022)年 令和５(2023)年 令和６(2024)年 

 

 

７４．１％ 
（H30） 

８０．０％ ８０．０％ ８０．０％ ８０．０％ ８０．０％ 

県教育委員会「乳幼

児期の教育・保育の
充実に関する調査」 

 
７８．４％ 
（H27） 

８２．０％ ８６．０％ ９０．０％ ９４．０％ １００％ 
県教育委員会「乳幼
児期の教育・保育の
充実に関する調査」 

 
７４．１％ 
（H30） 

８０．０％ ８０．０％ ８０．０％ ８０．０％ ８０．０％ 
県教育委員会「乳幼
児期の教育・保育の
充実に関する調査」 

 
７１．１％ 

(R1) 
７２．０％ ７３．０％ ７４．０％ ７５．０％ ７６．０％ 

県教育委員会「『基
礎・基本』定着状況
調査」 

 

６４．６％ 
(R1) 

６６．０％ ６８．０％ ７０．０％ ７２．０％ ７４．０％ 

県教育委員会「『基

礎・基本』定着状況
調査」 

 

６２．１％ 
(H30) 

６４．０％ ６５．０％ ６６．０％ ６８．０％ ７０．０％ 

県教育委員会「広島
県高等学校生徒質問
紙・学校質問紙」調

査 

研究開発校の実
績を踏まえ設定 

研究開発校の実
績を踏まえ設定 

研究開発校の実
績を踏まえ設定 

研究開発校の実
績を踏まえ設定 

研究開発校の実
績を踏まえ設定 

研究開発校の実
績を踏まえ設定 

県教育委員会高校教
育指導課調べ 

 
６５．６％ 

(H30) 
６８．２％ ６９．５％ ７０．８％ ７２．１％ ７３．４％ 

県教育委員会「広島
県高等学校生徒質問

紙・学校質問紙」調
査 

 

９３．２％ 
(H30) 

９５．０％ ９６．０％ ９７．０％ ９８．０％ ９９．０％ 
県教育委員会義務教
育指導課調べ 

 
８３．０％ 

(H30) 
８３．２％ ８３．３％ ８３．４％ ８３．５％ ８３．６％ 

県教育委員会豊かな

心と身体育成課調べ 
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施策の柱 構成要素 成果指標 
 

指標の設定趣旨 
参考指標 

領域Ⅰ 子供たちが健やかにたくましく育ち，生きていく力 

2 

社会で活躍する

ために必要な資
質・能力の育成 

(2) 
生徒指導及び
教育相談体制
の充実 

不登校児童生徒への支

援の結果，好ましい変
化が見られた児童生徒
の割合（公立小・中学

校） 

― 

近年，不登校児童生徒の割合が上昇傾向
にある中，学級以外の居場所づくりなど

を進め，学びの場に参加できない児童生
徒を減らしていくことが，全ての児童生
徒の能力と可能性を最大限高め，社会的

自立や社会参加の実現につながると考え
られることから，指標として設定した。 

中途退学率（公立高等

学校） 
― 

学校の指導力・支援力向上により，中途

退学者を減らしていくことが，全ての生
徒の能力と可能性を最大限高め，社会的
自立や社会参加の実現につながると考え

られることから，指標として設定した。 

― 

スクールカウンセラー

による相談対応の結
果，状況が好転した割
合 

スクールカウンセラーによる児童生徒へ
の相談対応等により，いじめの解消率の

向上並びに不登校児童生徒のうち出席日
数が０日の児童生徒数及び中途退学者数
の減少につながると考えられることか

ら，参考指標として設定した。 

― 

スクールソーシャルワ
ーカーによる支援の結
果，状況が好転した割

合 

スクールソーシャルワーカーによる家庭

環境等への支援により，いじめの解消率
の向上並びに不登校児童生徒のうち出席
日数が０日の児童生徒数及び中途退学者

数の減少につながると考えられることか
ら，参考指標として設定した。 

(3) 

キャリア教

育・職業教育
の推進 

新規高等学校卒業者就
職率 

― 

一人一人の社会的・職業的自立に必要な

基盤となる能力や態度を育てることがキ
ャリア発達を促すことにつながるため，
指標として設定した。 

新規高等学校卒業者の

３年以内の離職率 
― 

一人一人の社会的・職業的自立に必要な
基盤となる能力や態度を育てることがキ

ャリア発達を促すことにつながるため，
指標として設定した。 

(4) 
学びのセーフ
ティネットの
構築 

全国学力・学習状況調

査における正答率 40%
未満の児童生徒の割合
（小学校） 

― 

全国学力・学習状況調査における正答率
40%未満の児童生徒の割合が減少するこ
とが，児童生徒への基礎的な学力の定着

につながっていると考えられることか
ら，指標として設定した。 

全国学力・学習状況調

査における正答率 40%
未満の児童生徒の割合
（中学校） 

― 

全国学力・学習状況調査における正答率
40%未満の児童生徒の割合が減少するこ
とが，児童生徒への基礎的な学力の定着

につながっていると考えられることか
ら，指標として設定した。 

不登校児童生徒への支

援の結果，好ましい変
化が見られた児童生徒
の割合（公立小・中学

校）【再掲】 

― 

近年，不登校児童生徒の割合が上昇傾向
にある中，学級以外の居場所づくりなど

を進め，学びの場に参加できない児童生
徒を減らしていくことが，全ての児童生
徒の能力と可能性を最大限高め，社会的

自立や社会参加の実現につながると考え
られることから，指標として設定した。 

中途退学率（公立高等

学校）【再掲】 
― 

学校の指導力・支援力向上により，中途

退学者を減らしていくことが，全ての生
徒の能力と可能性を最大限高め，社会的
自立や社会参加の実現につながると考え

られることから，指標として設定した。 
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目標数値 
データ出典 

プラン策定時 令和２(2020)年 令和３(2021)年 令和４(2022)年 令和５(2023)年 令和６(2024)年 

 

 
５１．２％ 
（H30） 

５１．８％ ５２．１％ ５２．４％ ５２．７％ ５３．０％ 
県教育委員会豊かな

心と身体育成課調べ 

 
１．１％ 
（H30） 

１．０％ １．０％ ０．９％ ０．９％ ０．８％ 
県教育委員会豊かな

心と身体育成課調べ 

 
３９．７％ 
（H30） 

４４．０％ ４６．０％ ４８．０％ ５０．０％ ５２．０％ 
県教育委員会豊かな

心と身体育成課調べ 

 
５５．７％ 

(H30) 
５７．０％ ５８．０％ ５９．０％ ６０．０％ ６１．０％ 

県教育委員会豊かな

心と身体育成課調べ 

 

９９．１％ 
(H31.3 卒) 

全国平均以上 全国平均以上 全国平均以上 全国平均以上 全国平均以上 
県教育委員会高校教
育指導課調べ 

 
３６．０ 
(H27.3 卒) 

全国平均以下 全国平均以下 全国平均以下 全国平均以下 全国平均以下 厚生労働省調べ 

１３．９％ 
(R1) 

１３．５％ １３．０％ １２．５％ １２．０％ １１．５％ 
文部科学省「全国学
力・学習状況調査」 

 
１８．８％ 

(R1) 
１８．５％ １８．０％ １７．５％ １７．０％ １６．５％ 

文部科学省「全国学

力・学習状況調査」 

 

５１．２％ 
（H30） 

５１．８％ ５２．１％ ５２．４％ ５２．７％ ５３．０％ 
県教育委員会豊かな
心と身体育成課調べ 

 
１．１％ 

（H30） 

１．０％ １．０％ ０．９％ ０．９％ ０．８％ 
県教育委員会豊かな
心と身体育成課調べ 
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施策の柱 構成要素 成果指標 
 

指標の設定趣旨 
参考指標 

領域Ⅰ 子供たちが健やかにたくましく育ち，生きていく力 

2 
社会で活躍する
ために必要な資
質・能力の育成 

(4) 
学びのセーフ
ティネットの

構築 

「遊び 学び 育つひろ
しまっ子！」推進プラ
ンに掲げる５つの力が

育まれている年長児の
割合【再掲】 

― 

子供が育つ環境に関わらず，本県の全て
の乳幼児に「遊び 学び 育つひろしまっ

子！」推進プランに掲げる５つの力が育
まれ，その後の教育の基礎が培われてい
ることが，本県が目指す「生涯にわたっ

て主体的に学び続け，多様な人々と協働
して新たな価値を創造することのできる
人材」の育成に重要であることから，指

標として設定した。 

(5) 
運動習慣の確
立 

運動（体を動かす遊び
を含む）やスポーツが
「やや嫌い」「嫌い」と

答える生徒の割合（公
立中学校第２学年男
子） 

― 

生徒の運動やスポーツ嫌いを減少させ，

運動習慣の確立を図ることが，生涯を通
じた豊かなスポーツライフの実現につな
がると考えられることから，指標として

設定した。 

運動（体を動かす遊び
を含む）やスポーツが

「やや嫌い」「嫌い」と
答える生徒の割合（公
立中学校第２学年女

子） 

― 

生徒の運動やスポーツ嫌いを減少させ，
運動習慣の確立を図ることが，生涯を通
じた豊かなスポーツライフの実現につな

がると考えられることから，指標として
設定した。 

(6) 
子供の健康・
生活習慣づく

り 

県内児童（小学６年生）
の朝食欠食率 

― 

朝食欠食率が減少することが，子供たち
が社会で活躍するための資質・能力を育

むための基盤となる生活習慣の確立につ
ながると考えられることから，指標とし
て設定した。 

― 

朝食又は夕食を家族と

一緒に食べる「共食」
の割合 

朝食又は夕食を家族と一緒に食べる「共

食」を通して，子供たちが食の楽しさを
実感し，食事のマナーなど食に関する基
礎的な習慣を習得することにつながると

考えられることから，参考指標として設
定した。 

― 
３歳児でう蝕がない人
の割合 

う蝕がない人の割合が減少することが，
子供たちが社会で活躍するための資質・

能力を育むための基盤となる生活習慣の
確立につながると考えられることから，
参考指標として設定した。 

― 
12 歳児でう蝕がない
人の割合 

う蝕がない人の割合が減少することが，
子供たちが社会で活躍するための資質・

能力を育むための基盤となる生活習慣の
確立につながると考えられることから，
参考指標として設定した。 

― 
12 歳児で歯肉に炎症
を有する人の割合 

歯肉に炎症を有する人の割合が減少する
ことが，子供たちが社会で活躍するため

の資質・能力を育むための基盤となる生
活習慣の確立につながると考えられるこ
とから，参考指標として設定した。 

領域Ⅱ 子供たちが生まれ，育つ環境 

1 

妊娠期からの切

れ目ない見守
り・支援の充実 

(1) 

妊娠期からの
見守り・支援
の仕組みづく

り 

安心して妊娠，出産，
子育てができると思う
者の割合 

― 

ネウボラがあることなどによって，安心
して妊娠，出産，子育てができると思う

者の割合が増加することが，全ての子供
と子育て家庭が安心して暮らし，子育て
ができる社会の実現につながっていると

考えられることから，指標として設定し
た。 

― 

妊娠，出産について満

足している者の割合
（産後，退院してから
の１か月程度，助産師

や保健師等からの指
導・ケアは十分に受け
ることができた割合） 

不安の高まりやすい産前，産後に助産
師・保健師等によるケアを十分に受ける
ことができることにより，妊娠，出産に

ついて満足している考えられることから
指標として設定した。 
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目標数値 
データ出典 

プラン策定時 令和２(2020)年 令和３(2021)年 令和４(2022)年 令和５(2023)年 令和６(2024)年 

 

 
７４．１％ 
（H30） 

８０．０％ ８０．０％ ８０．０％ ８０．０％ ８０．０％ 
県教育委員会「乳幼
児期の教育・保育の
充実に関する調査」 

 
１０．３％ 
（H30） 

８．０％ ７．０％ ６．０％ ５．０％ ５．０％ 
スポーツ庁「全国体
力・運動能力，運動
習慣調査」 

 

１９．２％ 
（H30） 

１５．０％ １３．０％ １１．０％ １０．０％ １０．０％ 

スポーツ庁「全国体

力・運動能力，運動
習慣調査」 

 
４．４％ 

(R1) 
４．４％ ４．３％ ４．３％ ４．０％ ３．７％ 

文部科学省「全国学

力・学習状況調査」 

 

週平均８．９回 
(H29) 

－ － － 週平均１１回以上 

令和５(2023)年
の 実績 を踏 ま
え，指標の再設

定について検討 

広島県「広島県県民
健康意識調査」 

 
８６．７％ 

(H29) 

 
８７．５％ 

以上 

 
８８．３％ 

以上 

 
８９．１％ 

以上 

 
９０．０％ 

以上 

令和５(2023)年

の 実績 を踏 ま
え，指標の再設
定について検討 

厚生労働省「地域保
健・健康増進事業報

告」 

 
７０．４％ 

(H30) 

 
７１．５％ 

以上 

 
７２．６％ 

以上 

 
７３．８％ 

以上 

 
７５．０％ 

以上 

令和５(2023)年

の 実績 を踏 ま
え，指標の再設
定について検討 

文部科学省「学校保
健統計調査」 

 
５．１％ 
(H30) 

 
４．４％ 
以下 

 
３．６％ 
以下 

 
２．８％ 
以下 

 
２．０％ 
以下 

令和５(2023)年
の 実績 を踏 ま

え，指標の再設
定について検討 

文部科学省「学校保

健統計調査」 

 

 
８０．０％ 

(R1) 
８１．０％ ８２．０％ ８３．０％ ８４．０％ ８５．０％ 

県子供未来応援課調

べ 

 
７７．５％ 

(H29) 

７９．０％ ８０．０％ ８１．５％ ８３．０％ ８５．０％ 
厚生労働省「健やか
親子 21（第２次）」 
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施策の柱 構成要素 成果指標 
 

指標の設定趣旨 
参考指標 

領域Ⅱ 子供たちが生まれ，育つ環境 

1 
妊娠期からの切
れ目な見守り・
支援の充実 

(1) 

妊娠期からの
見守り・支援
の仕組みづく

り 

― 

育てにくさを感じたと
きに相談先を知ってい
るなど何らかの解決方

法を知っている者の割
合 

子育て家庭が自分の住む地域でいつでも
相談でき，必要な情報や解決に向けた支
援を受けることができる環境が，子育て

家庭の不安解消につながると考えられる
ことから指標として設定した。 

― 

ひろしま版ネウボラの

基本型を実施している
市町数 

ネウボラの基本型を実施している市町が
増えることにより，安心して，妊娠，出

産，子育てができる者が増加することに
つながると考えられることから指標とし
て設定した。 

― 

子供たちに関する様々
なリスクを把握し予防

的支援を行っている市
町数 

この取組はネウボラの目的を達成するた

めの基盤となるものであり，就学前と就
学後の連携を促進するものであることか
ら，全ての市町で必要と考えられるため，

指標として設定した。 

(2) 
妊産婦支援・
母子保健等の
推進 

安心して妊娠，出産，
子育てができると思う
者の割合【再掲】 

― 

ネウボラがあることなどによって，安心
して妊娠，出産，子育てができると思う

者の割合が増加することが，全ての子供
と子育て家庭が安心して暮らし，子育て
ができる社会の実現につながっていると

考えられることから，指標として設定し
た。 

(3) 
周産期医療体
制の確保・充
実 

 
周産期死亡率 
（出産１,000 対） 

― 

周産期死亡率を現状値以下とすることに
より，全国でもトップレベルの周産期医
療水準を維持し，妊産婦が県内のどこに

住んでいても安心して質の高い周産期医
療を受けられていることにつながると考
えられることから，指標として設定した。 

妊産婦死亡率 
（出産 10 万対） 

― 

妊産婦死亡率を現状値以下とすることに
より，全国でもトップレベルの周産期医

療水準を維持し，妊産婦が県内のどこに
住んでいても安心して質の高い周産期医
療を受けられていることにつながると考

えられることから，指標として設定した。 

(4) 

小児救急医療

体制の確保・
充実 

乳児死亡率 

（出生 1,000 対） 
― 

乳児死亡率を全国平均値以下とすること

が，乳児がいざというときに安心して質
の高い小児救急医療を受けられているこ
とにつながると考えられることから，指

標として設定した。 

幼児死亡率 
（幼児人口 1,000 対） 

― 

幼児死亡率を全国平均値以下とすること
が，幼児がいざというときに安心して質
の高い小児救急医療を受けられているこ

とにつながると考えられることから，指
標として設定した。 

小児死亡率 

（小児人口 1,000 対） 
― 

小児死亡率を全国平均値以下とすること

が，小児がいざというときに安心して質
の高い小児救急医療を受けられているこ
とにつながると考えられることから，指

標として設定した。 

2 
子供の居場所の
充実 

(1) 

質の高い幼児
教育・保育の
提供体制の確

保 

保育所の待機児童数 

（4/1 時点） 
― 

保育所の待機児童が発生していないとい
うことは，いつでも安心して子供を預け
て働くことができ，安心して子育てがで

きているという子育て家庭の実感につな
がっていると考えられることから，指標
として設定した。 

「遊び 学び 育つひろ
しまっ子！」推進プラ

ンに掲げる５つの力が
育まれている年長児の
割合【再掲】 

― 

子供が育つ環境に関わらず，本県の全て

の乳幼児に「遊び 学び 育つひろしまっ
子！」推進プランに掲げる５つの力が育
まれ，その後の教育の基礎が培われてい

ることが，本県が目指す「生涯にわたっ
て主体的に学び続け，多様な人々と協働
して新たな価値を創造することのできる

人材」の育成に重要であることから，指
標として設定した。 
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目標数値 
データ出典 

プラン策定時 令和２(2020)年 令和３(2021)年 令和４(2022)年 令和５(2023)年 令和６(2024)年 

 

 

７４．３％ 
(H29) 

７５．０％ ７６．０％ ７７．５％ ７９．０％ ８０．０％ 
厚生労働省「健やか
親子 21（第２次）」 

 
６市町 
（R1） 

６市町 １１市町 １２市町 １５市町 １８市町 
県子供未来応援課調

べ 

 

1 市町 
（R1） 

１市町 ２市町 ３市町 ４市町 ４市町 
県子供未来応援課調
べ 

 
８０．０％ 

(R1) 

８１．０％ ８２．０％ ８３．０％ ８４．０％ ８５．０％ 
県子供未来応援課調
べ 

３．４ 
(全国 8位) 
（H25-H29） 

直近５年間での
平均値を現状値

以下 

直近５年間での
平均値を現状値

以下 

直近５年間での
平均値を現状値

以下 

直近５年間での
平均値を現状値

以下 

直近５年間での
平均値を現状値

以下 

厚生労働省「人口動

態調査」 

０．８ 
(全国 7位) 

(H25-H29) 

直近５年間での
平均値を現状値

以下 

直近５年間での
平均値を現状値

以下 

直近５年間での
平均値を現状値

以下 

直近５年間での
平均値を現状値

以下 

直近５年間での
平均値を現状値

以下 

厚生労働省「人口動
態調査」 

１．９ 

(H25-H29) 
 

(全国平均) 

2.0 

直近５年間での
平均値を全国平

均値以下 

直近５年間での
平均値を全国平

均値以下 

直近５年間での
平均値を全国平

均値以下 

直近５年間での
平均値を全国平

均値以下 

直近５年間での
平均値を全国平

均値以下 

厚生労働省「人口動

態調査」 

０．５２ 
(H25-H29) 

 

(全国平均) 
0.52 

直近５年間での
平均値を全国平

均値以下 

直近５年間での
平均値を全国平

均値以下 

直近５年間での
平均値を全国平

均値以下 

直近５年間での
平均値を全国平

均値以下 

直近５年間での
平均値を全国平

均値以下 

厚生労働省「人口動
態調査」 

０．２１ 
(H25-H29) 

 

(全国平均) 
0.22 

直近５年間での
平均値を全国平

均値以下 

直近５年間での
平均値を全国平

均値以下 

直近５年間での
平均値を全国平

均値以下 

直近５年間での
平均値を全国平

均値以下 

直近５年間での
平均値を全国平

均値以下 

厚生労働省「人口動
態調査」 

 
１２８人 
(H31.4) 

０人 ０人 ０人 ０人 ０人 
厚生労働省「保育所
等利用待機児童数調
査」 

 

７４．１％ 
（H30） 

８０．０％ ８０．０％ ８０．０％ ８０．０％ ８０．０％ 

県教育委員会「乳幼

児期の教育・保育の
充実に関する調査」 
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施策の柱 構成要素 成果指標 
 

指標の設定趣旨 
参考指標 

領域Ⅱ 子供たちが生まれ，育つ環境 

2 
子供の居場所の
充実 

(1) 

質の高い幼児
教育・保育の
提供体制の確

保 

― 就業保育士数 

就業保育士数が増えることが，保育所の

待機児童数の減少につながると考えられ
ることから，参考指標として設定した。 

― 保育施設の利用定員数 

保育施設の利用定員数が増えることが，
保育所の待機児童数の減少につながると
考えられることから，参考指標として設

定した。 

― 認定こども園の設置数 

認定こども園が幼稚園と保育所の機能を
併せ持ち，保護者の就労状況の変化によ
らずに柔軟に子供を受け入れる施設であ

り，認定こども園が増えることで保護者
が安心して子育てができていると実感す
ることができると考えられることから，

参考指標として設定した。 

(2) 

地域における
放課後等の子

供の居場所の
充実 

放課後児童クラブの低

学年待機児童数 
（5/1 時点） 

― 

放課後児童クラブの待機児童が発生して

いないことは，いつでも安心して子供を
預けて働くことができ，安心して子育て
ができているという子育て家庭の実感に

つながっていると考えられることから，
指標として設定した。 

― 
放課後児童支援員の有

資格率 

放課後児童支援員の有資格率が上昇する
ことが，放課後児童クラブにおいて，児

童の年齢や発達の状況が異なる児童にそ
れぞれ適切に関わっている職員が増え，
安心して過ごせる場の提供につながると

考えられることから，参考指標として設
定した。 

― 
放課後児童支援員認定
資格研修受講者数 

放課後児童支援員認定資格研修受講者が
増加することが，放課後児童支援員の有
資格率の上昇につながると考えられるこ

とから，参考指標として設定した。 

― 地域子育て支援拠点数 

地域子育て支援拠点の施設数が増えるこ
とで，育児相談や親子の交流，子育てに
関する情報提供が活発となり子育ての孤

立化や育児不安が解消されると考えられ
ることから，参考指標として設定した。 

3 
子育てを応援す
る職場環境の整

備 

― 
子育てを応援
する職場環境

の整備 

働き方改革に取り組む
企業の割合 

― 

働き方改革に取り組む企業の増加によ
り，長時間労働の削減や休暇取得が促進
され，時間や場所にとらわれない柔軟で

多様な働き方を選択できるようになるこ
とで，子育てしやすい職場環境につなが
ると考えられることから，指標として設

定した。 

男性の育児休業取得率 ― 

男性の育児休業取得率の上昇は，男性従
業員が子育てに携わることができる職場
環境となり，乳幼児期における男性の子

育て参画の増加につながると考えられる
ことから，指標として設定した。 

4 

子供と子育てに

やさしい生活環
境と安全の確保 

(1) 
みんなで子育
て応援の推進 

地域の中で，親子が落

ち着いた気持ちで過ご
せる場や，信頼できる
人がいると感じる割合 

― 

地域において，子育てに関する様々な支

援や環境が整うことにより，親子で落ち
着いた気持ちで過ごせる場や，信頼でき
る人がいると感じる割合が増えること

が，子供と子育てにやさしい環境の実現
につながっていると考えられることか
ら，指標として設定した。 

― 
イクちゃんサービス登
録店舗数 

イクちゃんサービスの登録店舗数が増加
することにより，子育て家庭が，子供と
子育てにやさしい環境が充実してきたと

実感することにつながると考えられるこ
とから，指標として設定した。 
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目標数値 
データ出典 

プラン策定時 令和２(2020)年 令和３(2021)年 令和４(2022)年 令和５(2023)年 令和６(2024)年 

 

 
１２,８７７人 

(H29.10) 

１４,５９２人 １４,８３５人 １４,８０４人 １４,６５０人 １４,４８１人 
厚生労働省「社会福
祉施設等調査」 

 
７１,２５１人 

(H31.4) 

７３,６９９人 ７５,３６７人 ７５,６１５人 ７５,５８５人 ７５,５１９人 

厚生労働省「福祉行
政報告例」 
厚生労働省「保育所

等利用待機児童数調
査」 

 

１６９施設 
(H31.4) 

１９６施設 ２０８施設 ２１５施設 ２１５施設 ２１５施設 
内閣府「認定こども
園に関する調査」 

 
６人 

(R1.5.1) 

０人 ０人 ０人 ０人 ０人 
厚生労働省「放課後
児童健全育成事業調

査」 

 

５６．９％ 
(R1.5.1) 

６２．３％ ６７．６％ ７２．９％ ７８．３％ ８０．０％ 

厚生労働省「放課後

児童健全育成事業調
査」 

 

５５０人 
(R1) 

２９０人 ２９０人 ２９０人 ２９０人 ２９０人 
県安心保育推進課調
べ 

 

１５４ 
(H30) 

１６６ １６８ １７１ １７５ １７８ 

広島県「市町村子ど
も・子育て支援事業

計画における「量の
見込み」及び「確保
方策」に関する調査」 

 
５８．６％ 

(H30) 
８０％以上 

令和２(2020)年 

設定予定 

令和２(2020)年 

設定予定 

令和２(2020)年 

設定予定 

令和２(2020)年 

設定予定 

広島県「広島県職場

環境実態調査」 

 

７．３％ 
(R1) 

１３．０％ 
令和２(2020)年 

設定予定 
令和２(2020)年 

設定予定 
令和２(2020)年 

設定予定 
令和２(2020)年 

設定予定 
広島県「広島県職場
環境実態調査」 

 
６７．８％ 

(R1) 
６９．０％ ７０．２％ ７１．４％ ７２．６％ ７３．８％ 

県子供未来応援課調

べ 

 
６,７０７店舗 

(H30) 
６,８００店舗 ６,９００店舗 ７,０００店舗 ７,１００店舗 ７,２００店舗 

県子供未来応援課調

べ 
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施策の柱 構成要素 成果指標 
 

指標の設定趣旨 
参考指標 

領域Ⅱ 子供たちが生まれ，育つ環境 

4 
子供と子育てに
やさしい生活環
境と安全の確保 

(2) 
子育て住環境

の整備 

地域の中で，親子が落
ち着いた気持ちで過ご
せる場や，信頼できる

人がいると感じる割合
【再掲】 

― 

地域において，子育てに関する様々な支

援や環境が整うことにより，親子で落ち
着いた気持ちで過ごせる場や，信頼でき
る人がいると感じる割合が増えること

が，子供と子育てにやさしい環境の実現
につながっていると考えられることか
ら，指標として設定した。 

― 
子育てスマイルマンシ
ョンの供給戸数（累計） 

子育てスマイルマンションの供給戸数が
増加することが,子育て家庭が，子供と子
育てにやさしい生活環境が充実してきた

と実感することにつながると考えられる
ことから，参考指標として設定した。 

― 
県営住宅における新
婚・子育て世帯優先入
居戸数（累計） 

県営住宅における新婚・子育て世帯優先
入居戸数が増加することが，子育て家庭
が，子供と子育てにやさしい生活環境が

充実してきたと実感することにつながる
と考えられることから，参考指標として
設定した。 

(3) 

子供と子育て
にやさしいま

ちづくりの促
進 

地域の中で，親子が落

ち着いた気持ちで過ご
せる場や，信頼できる
人がいると感じる割合

【再掲】 

― 

地域において，子育てに関する様々な支
援や環境が整うことにより，親子で落ち

着いた気持ちで過ごせる場や，信頼でき
る人がいると感じる割合が増えること
が，子供と子育てにやさしい環境の実現

につながっていると考えられることか
ら，指標として設定した。 

― 低床バス導入率 

低床バスの導入が進むことで，子育て家
庭の移動上の利便性及び安全性の向上に
つながると考えられることから，参考指

標として設定した。 

― 
旅客施設のバリアフリ
ー化率 

旅客施設のバリアフリー化が進むこと
で，子育て家庭の移動上の利便性及び安
全性の向上につながると考えられること

から，参考指標として設定した。 

― 
うち鉄軌道駅のバリア
フリー化率 

鉄軌道駅のバリアフリー化が進むこと
で，子育て家庭の移動上の利便性及び安
全性の向上につながると考えられること

から，参考指標として設定した。 

― 
都市公園の園路・広場

のバリアフリー化率 

都市公園の園路・広場のバリアフリー化
率が増加することが，子育て家庭が，子
供と子育てにやさしい生活環境が充実し

てきたと実感することにつながると考え
られることから，参考指標として設定し
た。 

― 
都市公園の便所のバリ
アフリー化率 

都市公園の便所のバリアフリー化率が増
加することが，子育て家庭が，子供と子

育てにやさしい生活環境が充実してきた
と実感することにつながると考えられる
ことから，参考指標として設定した。 

― 
都市公園の駐車場のバ
リアフリー化率 

都市公園の駐車場のバリアフリー化率が
増加することが，子育て家庭が，子供と

子育てにやさしい生活環境が充実してき
たと実感することにつながると考えられ
ることから，参考指標として設定した。 

― 
飲食店における意図し
ない受動喫煙の機会を

有する者の割合 

受動喫煙防止対策の一環として，飲食店

における意図しない受動喫煙の機会を有
する者の割合を指標として設定してお
り，この指標の減少が，子供と子育てに

やさしい生活環境が充実してきたと実感
することにつながると考えられることか
ら，参考指標として設定した。 
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目標数値 
データ出典 

プラン策定時 令和２(2020)年 令和３(2021)年 令和４(2022)年 令和５(2023)年 令和６(2024)年 

 

 
６７．８％ 

(R1) 
６９．０％ ７０．２％ ７１．４％ ７２．６％ ７３．８％ 

県子供未来応援課調

べ 

 
２,０３７戸 

(H30) 
２,２００戸 ２,４００戸 ２,６００戸 ２,８００戸 ３,０００戸 県住宅課調べ 

 

４５２戸 
(H30) 

５２５戸 ５７５戸 ６２５戸 ６７５戸 ７２５戸 県住宅課調べ 

 
６７．８％ 

(R1) 

６９．０％ ７０．２％ ７１．４％ ７２．６％ ７３．８％ 
県子供未来応援課調
べ 

 
７６．０％ 

(H30) 

８０．０％ ８２．０％ ８４．０％ ８６．０％ ８８．０％ 中国運輸局調べ 

 
８１．３％ 

(H30) 
１００％ １００％ １００％ １００％ １００％ 中国運輸局調べ 

 
８０．２％ 

(H30) 
１００％ １００％ １００％ １００％ １００％ 

国土交通省「都道府
県別駅のバリアフリ
ー化状況」 

 

５４．２％ 
(H29) 

５７．４％ ５８．３％ ５９．１％ ６０．０％ ６０．９％ 
国土交通省「都市公
園等整備現況調査」 

 
２４．９％ 

(H29) 

２７．８％ ２８．５％ ２９．３％ ３０．０％ ３０．７％ 
国土交通省「都市公
園等整備現況調査」 

 
４８．７％ 

(H29) 

５５．５％ ５７．０％ ５８．５％ ６０．０％ ６１．５％ 
国土交通省「都市公
園等整備現況調査」 

 
３２．５％ 

(H29) 

― ― ― 
 

１２．０％ 

以下 

― 
広島県「広島県県民
健康意識調査」 
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施策の柱 構成要素 成果指標 
 

指標の設定趣旨 
参考指標 

領域Ⅱ 子供たちが生まれ，育つ環境 

4 
子供と子育てに
やさしい生活環

境と安全の確保 

(4) 
子供の防災の

取組の推進 

地域の中で，親子が落
ち着いた気持ちで過ご
せる場や，信頼できる

人がいると感じる割合
【再掲】 

― 

地域において，子育てに関する様々な支

援や環境が整うことにより，親子で落ち
着いた気持ちで過ごせる場や，信頼でき
る人がいると感じる割合が増えること

が，子供と子育てにやさしい環境の実現
につながっていると考えられることか
ら，指標として設定した。 

― 
防災教室・防災訓練へ

の参加率（全体） 

防災教室・防災訓練への参加率が増加す
ることが，子供たちが災害の危険に際し
て主体的に判断し，適切に行動する力を

身につけることにつながると考えられる
ため，県民全体の参加率を参考指標とし
て設定した。 

― 

災害の状況に応じて，
幼児児童生徒が主体的
に行動する避難訓練の

実施率 

災害の状況に応じて，幼児児童生徒が主

体的に行動する避難訓練の実施率が増加
することが，子供たちが災害の危険に際
して主体的に判断し，適切に行動する力

を身につけることにつながると考えられ
ることから，参考指標として設定した。 

(5) 

子供の防犯・

非行防止の取
組の推進 

地域の中で，親子が落

ち着いた気持ちで過ご
せる場や，信頼できる
人がいると感じる割合

【再掲】 

― 

地域において，子育てに関する様々な支
援や環境が整うことにより，親子で落ち

着いた気持ちで過ごせる場や，信頼でき
る人がいると感じる割合が増えること
が，子供と子育てにやさしい環境の実現

につながっていると考えられることか
ら，指標として設定した。 

― 
子供・女性・高齢者が
被害者となる刑法犯認

知件数 

犯罪被害にあうことを未然に防ぐことが
できる力を身につけることが，子供・女
性・高齢者が被害者となる刑法犯認知件

数の減少につながると考えられることか
ら，参考指標として設定した。 

― 非行少年総数 

次代を担う少年の健全育成のためには，
低年齢のうちからの規範意識醸成や立ち
直りの支援などの少年非行防止の取組に

よる非行少年の減少が重要であることか
ら，参考指標として設定した。 

― 
刑法犯少年の再犯者数
（触法少年を含む） 

次代を担う少年の健全育成のためには，
非行少年総数の抑止のほか，非行等を犯
した少年に対する立ち直り支援による再

非行防止が重要であることから，参考指
標として設定した。 

(6) 
子供の交通安
全の取組の推
進 

地域の中で，親子が落
ち着いた気持ちで過ご

せる場や，信頼できる
人がいると感じる割合
【再掲】 

― 

地域において，子育てに関する様々な支
援や環境が整うことにより，親子で落ち
着いた気持ちで過ごせる場や，信頼でき

る人がいると感じる割合が増えること
が，子供と子育てにやさしい環境の実現
につながっていると考えられることか

ら，指標として設定した。 

― 交通事故死者数（全体） 

交通事故死者数（全体）が減少すること

が，交通事故から自分自身を守ることが
できる力を身につけることにつながると
考えられることから，参考指標として設

定した。 

― 
交通事故発生件数（全
体） 

交通事故発生件数（全体）が減少するこ

とが，交通事故死者数の減少につながる
と考えられることから，参考指標として
設定した。 
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目標数値 
データ出典 

プラン策定時 令和２(2020)年 令和３(2021)年 令和４(2022)年 令和５(2023)年 令和６(2024)年 

 

 
６７．８％ 

(R1) 
６９．０％ ７０．２％ ７１．４％ ７２．６％ ７３．８％ 

県子供未来応援課調

べ 

 
２９．３％ 

(H30) 
６０．０％ 

令和２(2020)年
の実績を踏ま

え，指標の再設
定について検討 

令和２(2020)年
の実績を踏ま

え，指標の再設
定について検討 

令和２(2020)年
の実績を踏ま

え，指標の再設
定について検討 

令和２(2020)年
の実績を踏ま

え，指標の再設
定について検討 

広島県「防災・減災
に関する県民意識調
査」 

 

８７．５％ 
(H30) 

１００％ 

令和２(2020)年
の実績を踏ま
え，指標の再設

定について検討 

令和２(2020)年
の実績を踏ま
え，指標の再設

定について検討 

令和２(2020)年
の実績を踏ま
え，指標の再設

定について検討 

令和２(2020)年
の実績を踏ま
え，指標の再設

定について検討 

県教育委員会豊かな
心と身体育成課調べ 

 
６７．８％ 

(R1) 

６９．０％ ７０．２％ ７１．４％ ７２．６％ ７３．８％ 
県子供未来応援課調
べ 

 
５,８３５件 

(H30) 

 
７,０００件 

以下 
― ― ― ― 

県警察本部「犯罪統

計」 

 
１,０５６人 

(H30) 

前年比減 前年比減 前年比減 前年比減 前年比減 
県警察本部「犯罪統
計」 

 
２３６人 

(H30) 

前年比減 前年比減 前年比減 前年比減 前年比減 
県警察本部「犯罪統
計」 

 
６７．８％ 

(R1) 

６９．０％ ７０．２％ ７１．４％ ７２．６％ ７３．８％ 
県子供未来応援課調
べ 

 
７５人 

(R1) 

 
７５人 

以下 

― ― ― ― 
県警察本部「交通事
故統計」 

 

６,２５７件 
(R1) 

 

８,０００件 
以下 

― ― ― ― 
県警察本部「交通事
故統計」 
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施策の柱 構成要素 成果指標 
 

指標の設定趣旨 
参考指標 

Ⅲ 配慮が必要な子供たちが自らの可能性を最大限高めることができる環境 

1 
児童虐待防止対

策の充実 

(1) 
児童虐待防止
に向けた理解
の促進 

体罰や暴言等によらな
い子育てをしている親
の割合 

― 

体罰や暴言等によらない子育てをしてい
る親の割合が増加することが，子供の健
全な発達や成長に悪影響を及ぼす行為に

対する理解が深まり，そうした行為の減
少につながると考えられることから，指
標として設定した。 

(2) 
こども家庭セ
ンターの機能

強化 

児童虐待により死亡し
た児童数 

― 

今後，体罰禁止の法定化などにより児童

虐待の通告・相談件数が増加することが
見込まれる中，児童虐待の未然防止，早
期発見・早期対応によって，虐待死を発

生させないことを目指すため，指標とし
て設定した。 

― 
一時保護専用施設の設

置か所数（定員） 

一時保護専用施設の設置か所数（定員）
が増加することが，安全確保の必要性が
低い子供は，開放的な環境において保護

を受けることができることにつながると
考えられることから、参考指標として設
定した。 

(3) 
市町の機能強
化の支援 

子ども家庭総合支援拠
点の設置市町数 

― 

子ども家庭総合支援拠点が全市町に設置

され，ネウボラ等の関係機関と連携し，
ケースの状況に応じた適切な支援ができ
ることが，児童虐待の未然防止，重症化

前のリスクの軽減，長期の親子分離ケー
スの減少につながると考えられることか
ら，指標として設定した。 

― 
児童家庭支援センター
の設置か所数 

児童家庭支援センターの設置が増えるこ

とが，市町の児童虐待防止機能の強化に
つながると考えられることから参考指標
として設定した。 

2 
社会的養育の充
実・強化 

(1) 
里親委託等の
推進 

要保護児童の里親・フ
ァミリーホームへの委

託率 

― 

要保護児童の里親・ファミリーホームへ
の委託率が増加することは，家庭と同様

の環境で暮らす要保護児童が増え，個々
の状況に応じて養育されながら，安心し
て生活することにつながると考えられる

ことから，指標として設定した。 

― 認定・登録里親数 
認定・登録里親数が増えれば，里親への
委託率の上昇につながると考えられるこ
とから，参考指標として設定した。 

― 
ファミリーホーム設置

か所数 

ファミリーホーム数が増えれば，ファミ
リーホームへの委託率の上昇につながる

と考えられることから，参考指標として
設定した。 

― 

里親マッチング率（里

親委託児童数/里親数） 
※ファミリーホームに

係るものは除く 

里親数の増加とともに，マッチング率を

上げることが，里親への委託率の上昇に
つながると考えられることから，参考指
標として設定した。 

(2) 

施設の小規模
化かつ地域分
散化，多機能

化等 

施設入所児童のうち家
庭的環境のグループホ

ーム（小規模かつ地域
分散化した施設）で生
活する子供の割合 

― 

施設入所児童のうち家庭的環境のグルー

プホームで生活する子供の割合が増える
ことが，社会的養護が必要な子供が個々
の状況に応じて養育されながら，安心し

て生活することにつながると考えられる
ことから，指標として設定した。 

(3) 

社会的養護の
もとで生活す

る子供の自立
支援の推進 

社会的養護のもとで生
活する子供の進学率
（高等学校卒業後） 

― 

社会的養護のもとで生活する子供が，安
心して暮らし，個々の状況に応じた支援
を受けることによって，高校卒業後の進

学率が向上することが，子供の自立につ
ながると考えられることから，指標とし
て設定した。 
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目標数値 
データ出典 

プラン策定時 令和２(2020)年 令和３(2021)年 令和４(2022)年 令和５(2023)年 令和６(2024)年 

 

 
７６．０％ 

(H29) 
７９．０％ ８０．０％ ８１．０％ ８２．０％ ８３．０％ 

厚生労働省「母子保

健課調査」 

 

０人 
(H30) 

０人 ０人 ０人 ０人 ０人 県こども家庭課調べ 

 
０か所（０人） 

(H30) 
０か所（０人） ０か所（０人） １か所（６人） １か所（６人） ２か所（１２人） 県こども家庭課調べ 

 
１市町 

(H30) 

５市町 １２市町 ２３市町 ２３市町 ２３市町 県こども家庭課調べ 

 
３か所 

(H30) 

３か所 ４か所 ４か所 ５か所 ５か所 県こども家庭課調べ 

 

１６．１％ 
(H30) 

２１．０％ ２３．４％ ２５．８％ ２８．２％ ３０．７％ 
厚生労働省「福祉行
政報告例」 

 

２１４世帯 
 (H30) 

２５４世帯 ２６５世帯 ２８５世帯 ２９３世帯 ３１０世帯 
厚生労働省「福祉行
政報告例」 

 
４か所 
(H30) 

５か所 ６か所 ６か所 ７か所 ７か所 
厚生労働省「福祉行

政報告例」 

 
４５．８％ 

(H30) 
５２．８％ ５６．２％ ５９．７％ ６３．２％ ６６．７％ 

厚生労働省「福祉行

政報告例」 

 

４．９％ 
(H30) 

８．７％ １０．６％ １２．５％ １４．４％ １６．３％ 県こども家庭課調べ 

 
３４．３％ 
(H25-H29) 

３６．７％ ３９．０％ ４１．４％ ４３．８％ ４６．２％ 
厚生労働省「社会的
養護の現況に関する
調査」 
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施策の柱 構成要素 成果指標 
 

指標の設定趣旨 
参考指標 

Ⅲ 配慮が必要な子供たちが自らの可能性を最大限高めることができる環境 

2 
社会的養育の充
実・強化 

(3) 

社会的養護の

もとで生活す
る子供の自立
支援の推進 

― 
自立援助ホーム（シェ
ルターを除く）の設置

か所数 

圏域や地域の児童人口に配慮した自立援
助ホームの設置か所数が増えることが，
児童養護施設を退所した児童などの自立

支援の充実につながると考えられること
から，指標として設定した。 

3 
ひとり親家庭の

自立支援の推進 

(1) 
ひとり親にな
る前の親子支

援の充実 

養育費の取り決め状況
（取り決めをしている
割合） 

― 

養育費の取り決めをしている割合が増加
することが，ひとり親家庭の経済基盤の

充実につながると考えられることから，
指標として設定した。 

面会交流の取り決め状

況（取り決めをしてい
る割合） 

― 

面会交流の取り決めをしている割合が増
加することが，ひとり親家庭の子供がど

ちらの親からも愛され，大切な存在であ
ることを実感することにつながると考え
られることから，指標として設定した。 

― 

母子家庭等就業・自立
支援センターにおける

養育費・面会交流取り
決め相談の解決件数 

母子家庭等就業・自立支援センターにお
ける養育費・面会交流の取り決め相談の
解決件数が増加することが，養育費・面

会交流の取り決めをしている割合が増加
することにつながると考えられることか
ら，参考指標として設定した。 

(2) 

ひとり親家庭
の子育てと生

活への支援の
充実 

ひとり親家庭の子供の
進学率（高等学校卒業
後） 

― 

ひとり親家庭が，個々の状況や課題に応
じた必要な情報や適切な支援を受けるこ
とによって，子供の高校卒業後の進学率

が向上することが，子供の自立につなが
ると考えられることから，指標として設
定した。 

― 

児童扶養手当の 18 歳

到達による資格喪失通
知対象者への進路調査
による進学率（高等学

校卒業後） 

ひとり親家庭の子供の進学率（高等学校
卒業後）は，５年に１回の調査で判明す

るため，達成状況を補足するため，毎年
度把握できる児童扶養手当の 18 歳到達
による資格喪失通知対象者への進路調査

による進学率（高等学校卒業後）を参考
指標として設定した。 

4 
障害のある子供
への支援 

(1) 

地域における
重層的な障害

児支援体制の
構築 

県内の医療型短期入所
定員数 

― 

介護者がレスパイトできるよう医療型短
期入所定員を確保することが，医療的ケ
ア児及びその介護者の在宅生活の充実に

つながると考えられることから，指標と
して設定した。 

発達障害に係る１か月
以上の初診待機者数
（推計値） 

― 

発達障害に係る１か月以上の初診待機者
が減少することは，発達障害の早期把握，
早期支援を推進するため，各地域で相互

補完の理念に基づく多職種連携支援が構
築されていることの成果であると考えら
れることから，指標として設定した。 

― 
児童発達支援センター
の設置市町数 

児童発達支援センターが設置されること
が，障害児及びその家族が身近な地域で，

療育等に関する必要な相談支援や，専門
性の高い療育・発達支援を受けられるこ
とにつながることから，参考指標として

設定した。 

― 

発達障害に係る地域ネ

ットワーク支援体制が
整備された市町数 

発達障害に係る地域ネットワーク支援体
制が整備されることが，発達障害児やそ

の家族が必要に応じて，早期に多機関の
専門職から支援を受けられることにつな
がることから，参考指標として設定した。 

(2) 

幼保・小・中・
高等学校等の
支援体制の整

備 

個別の教育支援計画作
成率（公立幼稚園等） 

― 

個別の教育支援計画の作成率が上昇する
ことが，幼児一人一人の障害の状態に応
じた教育的支援につながると考えられる

ことから，指標として設定した。 
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目標数値 
データ出典 

プラン策定時 令和２(2020)年 令和３(2021)年 令和４(2022)年 令和５(2023)年 令和６(2024)年 

 

 
３か所 

(H30) 

４か所 ５か所 ５か所 ６か所 ６か所 県こども家庭課調べ 

 
４２．１％ 

(R1) 

― ― ― ― ５２．７％ 
広島県「ひとり親家
庭等自立支援施策の

需要調査」 

 
２９．６％ 

(R1) 

― ― ― ― ４０．２％ 
広島県「ひとり親家
庭等自立支援施策の

需要調査」 

 

６３件 
(H30) 

６５件 ７０件 ８０件 ９０件 １００件 県こども家庭課調べ 

 

５２．２％ 
(R1) 

― ― ― ― ５８．８％ 

広島県「ひとり親家

庭等自立支援施策の
需要調査」 

令和２(2020)年 

４月調査予定 

調査結果を 

踏まえ設定 

調査結果を 

踏まえ設定 

調査結果を 

踏まえ設定 

調査結果を 

踏まえ設定 

調査結果を 

踏まえ設定 
県こども家庭課調べ 

 
４７人 

(H30) 

５９人 ８８人 ８８人 ８８人 ８８人 県障害者支援課調べ 

 
２,７２８人 

(H29) 

２,９５０人 ２,３６０人 １,６１０人 ８６０人 ０人 県障害者支援課調べ 

 
９市町 

(H30) 

２３市町 ２３市町 ２３市町 ２３市町 ２３市町 県障害者支援課調べ 

 
２市町 
 (H30) 

２市町 ２市町 ２市町 ６市町 ９市町 県障害者支援課調べ 

 
９７．２％ 

(H30) 
９８．０％ ９８．５％ ９９．０％ ９９．５％ １００％ 

文部科学省「特別支
援教育体制整備状況
等調査」 
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施策の柱 構成要素 成果指標 
 

指標の設定趣旨 
参考指標 

Ⅲ 配慮が必要な子供たちが自らの可能性を最大限高めることができる環境 

 
障害のある子供
への支援 

(2) 

幼保・小・中・
高等学校等の
支援体制の整

備 

個別の教育支援計画作

成率（公立小学校） 
― 

個別の教育支援計画の作成率が上昇する
ことが，児童一人一人の障害の状態に応

じた教育的支援につながると考えられる
ことから，指標として設定した。 

個別の教育支援計画作

成率（公立中学校） 
― 

個別の教育支援計画の作成率が上昇する
ことが，生徒一人一人の障害の状態に応

じた教育的支援につながると考えられる
ことから，指標として設定した。 

個別の教育支援計画作

成率（公立高等学校） 
― 

個別の教育支援計画の作成率が上昇する
ことが，生徒一人一人の障害の状態に応

じた教育的支援につながると考えられる
ことから，指標として設定した。 

個別の指導計画作成率
（公立幼稚園等） 

― 

個別の指導計画の作成率が上昇すること
が，幼児一人一人の障害の状態に応じた
指導につながると考えられることから，

指標として設定した。 

個別の指導計画作成率
（公立小学校） 

― 

個別の指導計画の作成率が上昇すること
が，児童一人一人の障害の状態に応じた
指導につながると考えられることから，

指標として設定した。 

個別の指導計画作成率
（公立中学校） 

― 

個別の指導計画の作成率が上昇すること
が，生徒一人一人の障害の状態に応じた
指導につながると考えられることから，

指標として設定した。 

個別の指導計画作成率
（公立高等学校） 

― 

個別の指導計画の作成率が上昇すること

が，生徒一人一人の障害の状態に応じた
指導につながると考えられることから，
指標として設定した。 

(3) 
教員の専門性
の向上 

特別支援学校教諭免許
状保有率（小・中学校 
通級による指導の担当

教員） 

― 

教員の特別支援教育に関する専門性を高
めることが，生徒等一人一人の障害の状

態に応じた指導の充実につながると考え
られることから，専門性を客観的に評価
する指標として設定した。 

特別支援学校教諭免許

状保有率（小・中学校 
特別支援学級担任） 

― 

教員の特別支援教育に関する専門性を高
めることが，生徒等一人一人の障害の状

態に応じた指導の充実につながると考え
られることから，専門性を客観的に評価
する指標として設定した。 

特別支援学校教諭免許
状保有率 

（特別支援学校教員） 

― 

教員の特別支援教育に関する専門性を高
めることが，生徒等一人一人の障害の状
態に応じた指導の充実につながると考え

られることから，専門性を客観的に評価
する指標として設定した。 

(4) 

特別支援学校

における教育
の充実 

特別支援学校高等部
（本科）における就職

希望者の内，就職した
者の割合 

― 

特別支援学校高等部（本科）卒業者のう

ち，就職希望者全員の就職を実現するこ
とが，生徒の職業的自立の重要な要素の
一つと考えられることから，指標として

設定した。 

― 

就職希望者のうち，卒
業までに特別支援学校

技能検定１級を取得し
た者の割合 

卒業までに特別支援学校技能検定１級を

取得することが，就職後においてもあき
らめず，チャレンジする力を育むことに
つながると考えられることから，参考指

標として設定した。 
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目標数値 
データ出典 

プラン策定時 令和２(2020)年 令和３(2021)年 令和４(2022)年 令和５(2023)年 令和６(2024)年 

 

 
８７．０％ 

(H30) 
９０．０％ ９２．５％ ９５．０％ ９７．５％ １００％ 

文部科学省「特別支
援教育体制整備状況
等調査」 

 
８５．７％ 

(H30) 
９０．０％ ９２．５％ ９５．０％ ９７．５％ １００％ 

文部科学省「特別支
援教育体制整備状況
等調査」 

 

７７．４％ 
(H30) 

８０．０％ ８２．５％ ８５．０％ ８７．５％ ９０．０％ 

文部科学省「特別支

援教育体制整備状況
等調査」 

 
９９．５％ 

(H30) 
９９．７％ ９９．８％ ９９．９％ １００％ １００％ 

文部科学省「特別支
援教育体制整備状況
等調査」 

 
９５．８％ 

(H30) 
９６．０％ ９７．０％ ９８．０％ ９９．０％ １００％ 

文部科学省「特別支
援教育体制整備状況
等調査」 

 
９４．０％ 

(H30) 
９６．０％ ９７．０％ ９８．０％ ９９．０％ １００％ 

文部科学省「特別支
援教育体制整備状況
等調査」 

 

８８．２％ 
(H30) 

９２．０％ ９３．０％ ９４．０％ ９５．０％ ９６．０％ 

文部科学省「特別支

援教育体制整備状況
等調査」 

 
６７．９％ 

(H30) 
７１．０％ ７４．０％ ７７．０％ ８０．０％ ８４．０％ 

文部科学省「特別支
援学校教員の特別支

援学校教諭等免許状
保有状況等調査」 

 
３２．３％ 

(H30) 

６０．０％ ６０．０％ ６０．０％ ６０．０％ ６０．０％ 

文部科学省「特別支

援学校教員の特別支
援学校教諭等免許状
保有状況等調査」 

 
８１．０％ 

(H30) 

１００％ １００％ １００％ １００％ １００％ 

文部科学省「特別支

援学校教員の特別支
援学校教諭等免許状
保有状況等調査」 

 

１００％ 
(H30) 

１００％ １００％ １００％ １００％ １００％ 
文部科学省「学校基
本調査」 

 
８２．６％ 

(H30) 

８４．０％ ８６．０％ ８８．０％ ９０．０％ ９２．０％ 
県教育委員会特別支
援教育課調べ 

 
 
 
 
 
 
 
 


